
（１）「作業計画」について 

  地震や津波により被害を受けた建築物等の 
 解体工事には、 
  ① 低層部分に津波被害を受けている 
  ② 半壊した建築物等が相互にもたれかかっている 
  ③ 一定のエリア内で同時並行して作業が行われる 
  ④ 周囲の地盤が緩んでいる 

 など、通常の工事とは異なる危険が潜んでいます。 
  工事の実施に当たっては、「建築物等の損傷の程度」、「周 
 囲の状況」等を事前に十分、調査した上で作業計画を作成し、 
 これに基づく作業を徹底してください。 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

（２）「作業主任者」について 
  建築物等の種類・構造に応じ、必要な資格を有する者の中から「作業 
 主任者」を選任し、職務を適切に行わせてください。 
  「作業主任者」を選任しなければならない作業以外の作業であっても、 
 「作業指揮者」を指名し、作業方法及び順序について労働者への周知を 
 行う必要があることに留意してください。 

 

 

 
 

 

 

・ 作業の方法及び順序 
・ 建築物等の倒壊や解体した部材の落下を防止するための方法 
・ 労働者の墜落を防止するための設備の設置方法 等 

１ 工事の計画段階で留意すべき事項 

 建築物等の解体工事の実施に当たっては、壁の倒壊や開口部から 
の墜落・転落など多くの危険を伴います。 
 

 また、地震・津波で被害を受けた建築物等は、通常の建築物等と 
は異なり、倒壊の危険性が高く、解体工事の実施に当たっては、事 
前の調査や計画的な作業が必要となります。 
 

 本リーフレットでは、地震・津波で被害を受けた建築物等の解体
工事の実施に当たっての留意事項をまとめましたので、これを参考
に安全な作業を計画的に実施し、労働災害の防止に努めてください。 

 地震・津波により被害を受けた 
     建築物等の解体工事における留意事項 

 

～建築物等の解体工事を実施する事業者の皆様へ～ 

作業計画に含めるべき事項 作成した作業計画は関係 
労働者に周知しましょう！ 

・高さ５ｍ以上の金属製の部材で構成される建築物の骨組み 
・高さ５ｍ以上のコンクリート造の工作物 

解体時に作業主任者の 
選任が必要なものは？ 

１階部分に津波被害を 
受けた鉄骨造建築物 
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（１）解体工事において想定される災害と作業時の留意事項 

２ 工事の施工段階で留意すべき事項 

崩壊・倒壊による労働災害の防止 

墜落・転落による労働災害の防止 

物体の飛来・落下による労働災害の防止 

機械・器具の使用に伴う労働災害の防止 

 外壁、柱、はり等の強度が丌十分な場合、解体作業による衝撃や余震によって
崩壊・倒壊するおそれがあります。 
 １の「作業計画」の作成段階から、「補強用の支柱の設置」等の安全対策を検
討し、作業時にはその徹底を図ってください。 

ポ
イ
ン
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 ビルの外壁や柱等の引倒し等の作業を行う場
合には、一定の合図を定め、作業に従事する労
働者以外の労働者を確実に避難させた上で実施
してください。 

「作業床」の端部や、｢開口部」から墜落することがないよう、「囲い」や「覆
い」、「手すり」等の墜落防止設備を設けてください。 

ポ
イ
ン
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 建築物等の屋根上など、高さ２ｍ以上の箇所
で作業を行う場合には、足場等により「作業
床」を設置してください。 
 「作業床」の設置が困難な場合には、「安全
帯の使用」等労働者の墜落による危険を防止す
るための措置を確実に実施してください。 

物体の飛来・落下自体を防ぐことが重要ですが、労働者には保護帽などの保護具
の着用を徹底させてください。 

ポ
イ
ン
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 作業時に発生した「はつりガラ」や「鉄筋」、「切断物」等の
落下による危険を防止するため、「防網の設置」、「立入区域の
設定」等の措置を講じてください。 

 解体作業に「コンクリートカッタ」や「ハン
ドブレーカ」、 「携帯用丸のこ盤」などの危
険な機械・器具を使用する場合には、安全装置
等を適切な状態に維持するとともに、必要な保
護具の着用等を徹底してください。 コンクリートカッタ ハンドブレーカ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ壁の引倒し作業 
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